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■当ファンドの仕組みは次の通りです。 
 
商 品 分 類 追加型投信/国内/株式 

信 託 期 間 無期限（2020年6月12日設定） 

運 用 方 針 

わが国の金融商品取引所等に上場(上場予
定銘柄も含みます。)している株式のう
ち、マイクロキャップ銘柄※に投資しま
す。 
※原則として、投資開始時点で時価総額
が500億円以下の株式をマイクロキャッ
プ(超小型)銘柄とします。 

徹底したボトムアップ・リサーチで銘柄
を選別します。 
株式以外の資産への投資割合は、原則と
して投資信託財産総額の50％以下としま
す。 

主要投資対象 
わが国の金融商品取引所等に上場してい
る株式を主要投資対象とします。 

主な投資制限 

株式への投資割合には制限を設けませ
ん。 
投資信託証券(上場投資信託証券を除きま
す。)への投資割合は、投資信託財産の純
資産総額の5％以下とします。 
外貨建資産への投資は行いません。 
デリバティブ取引は、投資の対象とする
資産を保有した場合と同様の損益を実現
する目的ならびに価格変動リスクおよび
金利変動リスクを回避する目的以外には
利用しません。 

分 配 方 針 

分配対象額の範囲は、繰越分を含めた経
費控除後の利子・配当等収益および売買
益(評価損益を含みます。)等の全額とし
ます。 
収益分配金額は、委託者が基準価額水
準、市況動向等を勘案して決定します。
ただし、必ず分配を行うものではありま
せん。 
留保益の運用については特に制限を設け
ず、運用の基本方針に基づいた運用を行
います。 

 

 

運用報告書(全体版) 
 

楽天・日本株マイクロキャップ・ファンド 
＜愛称：スモールジャイアント＞ 

 

第6期 
 

決算日：2026年5月25日 

 

受益者の皆様へ 

 

 平素は当ファンドにご投資いただき、厚く御礼申し上

げます。 

 さて、当ファンドは、このたび上記決算を行いました

ので、当期間の運用状況につきまして、ご報告申し上げ

ます。 

 今後とも一層のご愛顧を賜りますよう、お願い申し上

げます。 

 

楽天投信投資顧問株式会社  
https://www.rakuten-toushin.co.jp/ 

東京都港区南青山二丁目6番21号 

本資料(運用報告書(全体版))の記載内容のお問い合

わせ先 

TEL：03－6432－7746 

受付時間：営業日の午前9時から午後5時まで 

※お客様のお取引内容等につきましては販売会社に

お問い合わせください。 
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■本資料の表記に関する注記 
・金額等の数値は表記未満切捨または四捨五入により表示しております。このため、各項目の合計の値が合計

欄と一致しないことがあります。 

・－印は、組入・売買が無いことを示します。 
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最近5期の運用実績 
 

 

決  算  期 
基 準 価 額 

株 式 組 入 
比 率 

株 式 先 物 
組 入 比 率 

純資産総額 
(分 配 落) 

税  込 
分 配 金 

期  中 
騰 落 率 

 円 円 ％ ％ ％ 百万円 

2期(2022年5月25日) 11,580 0 △6.3 58.5 － 193 

3期(2023年5月25日) 13,850 0 19.6 66.8 － 219 

4期(2024年5月27日) 15,367 0 11.0 87.3 － 258 

5期(2025年5月26日) 15,325 0 △0.3 90.7 － 252 

6期(2026年5月25日) 22,105 0 44.2 96.5 － 357 
(注1) 基準価額の騰落率は分配金込み。 
(注2) 株式先物組入比率＝買建比率－売建比率 
(注3) 当ファンドの運用方針に対応する適切な指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数を設定しておりません。 

 

当期中の基準価額の推移 
 

 

年  月  日 
基 準 価 額 株 式 組 入 

比 率 
株 式 先 物 
組 入 比 率  騰 落 率 

(期   首) 円 ％ ％ ％ 

2025年 5月26日 15,325 － 90.7 － 

5月末 15,497 1.1 90.8 － 

6月末 16,339 6.6 92.8 － 

7月末 17,214 12.3 97.4 － 

8月末 18,367 19.8 96.8 － 

9月末 18,557 21.1 96.9 － 

10月末 19,171 25.1 98.0 － 

11月末 19,760 28.9 97.7 － 

12月末 19,598 27.9 95.8 － 

2026年 1月末 20,017 30.6 97.7 － 

2月末 22,175 44.7 97.2 － 

3月末 19,910 29.9 97.0 － 

4月末 21,512 40.4 96.8 － 

（期   末）     

2026年 5月25日 22,105 44.2 96.5 － 
(注1) 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。 
(注2) 株式先物組入比率＝買建比率－売建比率 
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当期中の運用経過と今後の運用方針 
 

 
■基準価額等の推移 
 

 

 
(注1) 分配金再投資基準価額は、分配金(税込)を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンス

を示すものです。 
(注2) 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入金額により課税条件も異なり

ます。従って、各個人のお客様の損益の状況を示すものではありません。 
(注3) 分配金再投資基準価額は、期首の基準価額を起点として指数化しています。 

 

■基準価額の主な変動要因 

当ファンドの基準価額は前期末比44.2％上昇しました。 

＜2025年5月末〜10月末＞ 

米中関税協議の進展、円安進行や高市新政権誕生による経済成長・安全保障重視の政策期待から、防衛・イン

フラ・AI関連などの上昇がプラス寄与となりました。なかでも防衛関連・造船関連・データセンター関連銘柄の

上昇が大きくプラス寄与しました。一方で、医薬品やソフトウェア関連などディフェンシブ性が高い銘柄につい

てはマイナス寄与となりました。 

＜2025年10月末〜2026年5月末＞ 

中東情勢緊迫化などの影響から短期的な事業環境が不透明ななか、中長期的な成長が期待される AI 関連への

投資需要を背景に、半導体・AI 関連銘柄が大きく上昇しました。データセンター関連銘柄が全般的に堅調に推移

したほか、半導体設備投資の積極化から機械関連も堅調に推移し、プラス寄与となりました。また、日本銀行の

利上げ期待から銀行株もプラス寄与となりました。一方で、前半にプラス寄与していた造船・防衛関連銘柄がマ

イナス寄与に転じたほか、コンテンツ関連銘柄もマイナス寄与となりました。 
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■投資環境 

＜2025年5月末〜10月末＞ 

米中関税協議の進展やFRB（米連邦準備制度理事会）による利下げ観測を背景に、国内株式市場は堅調に推移

しました。秋には高市新政権が誕生し、経済成長・安全保障重視の政策期待から防衛・インフラ・AI関連など幅

広い業種に買いが集まり、方向感の揃ったリスクオン相場が続きました。 

＜2025年10月末〜2026年5月末＞ 

AI関連の資金集中や日本銀行利上げ開始、衆議院選挙など、複数の要因が錯綜する展開となりました。3月に

は中東情勢不安定化による景気鈍化懸念から急落しましたが、その後は中東情勢の緊張緩和を受けて半導体・AI

関連株が力強く反発し、特定のテーマへの資金集中が相場を牽引しました。 
 

■当ファンドのポートフォリオ 
日本の金融商品取引所等に上場している株式のうち時価総額が500億円以下のマイクロキャップ株式を中心に、

市場における企業のポジショニング、個別銘柄の技術力などの成長要因、中長期の業界構造の変化などを詳細に

調査し投資を行いました。 

期前半は、政策期待から防衛・造船・電力・建設や株主還元への姿勢が積極的な銘柄の組入比率を高めました。

一方で、食品、小売り、情報通信など内需関連の銘柄の組入比率を抑制しました。 

期後半は、引き続き食品や小売りなど内需関連の銘柄の組入比率を抑制しました。また、防衛・造船・電力な

どの銘柄の組入比率を高めたほか、半導体・AI関連の投資需要の恩恵を受ける銘柄の組入比率を高めました。 

 

■当ファンドのベンチマークとの差異 

当ファンドは運用の目標となるベンチマークおよび参考指数を設けておりません。 

 

■分配金 

運用の基本方針等を勘案し、収益分配は見送らせていただきました。なお、留保益の運用については、特に制

限を設けず、元本部分と同一の運用を行います。 

 
●分配原資の内訳 
 (1万口当たり・税込) 

項    目 
第6期 

2025年5月27日～2026年5月25日 

当期分配金 (円) － 

(対基準価額比率) (％) (－) 

 当期の収益 (円) － 

 当期の収益以外 (円) － 

翌期繰越分配対象額 (円) 12,104 
(注1) ｢対基準価額比率｣は｢当期分配金｣の期末基準価額(分配金込み)に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 
(注2) ｢当期の収益｣は経費控除後の配当等収益および経費控除後の有価証券売買等損益、｢当期の収益以外｣は収益調整金および分配準備積立金

です。 
(注3) ｢当期の収益｣および｢当期の収益以外｣は、円未満を切捨てて表示しているため、合計した額が｢当期分配金｣と一致しない場合があります。 

 

■今後の運用方針 

引き続き、日本の金融商品取引所等に上場している株式のうちマイクロキャップ銘柄を投資対象とし、徹底し

たボトムアップ・リサーチを通して企業価値の拡大が見込める企業を選定します。 
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1万口当たりの費用明細 
 

 

項   目 

当期 

項 目 の 概 要 2025年5月27日～2026年5月25日 

金額 比率 

(a) 信託報酬（基本報酬） 184円 0.965％ (a) 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

   ※期中の平均基準価額は19,009円です。 

(投信会社) (73) (0.384) ・委託した資金の運用の対価 

 

(販売会社) (104) (0.548) ・購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、

口座内でのファンドの管理等の対価 

(受託会社) (6) (0.033) ・運用財産の管理、委託会社からの指図の実行の対価 

 

(b) 信託報酬（成功報酬） 1,243 6.540 (b) 信託報酬(成功報酬)＝(基準価額(成功報酬控除前)－ハ

イ・ウォーターマーク)×17.6％(税抜16％) 

   信託報酬(成功報酬)は、基本報酬に加えて委託会社が受領

する委託した資金の運用の対価 

(c) 売買委託手数料 45 0.236 
(c) 売買委託手数料＝ 

期中の売買委託手数料 

期中の平均受益権口数 

(株式) (45) (0.236) 売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に

支払う手数料 

(d) その他費用 34 0.176 
(d) その他費用＝ 

期中のその他費用 

期中の平均受益権口数 

(監査費用) (－) (－) ・監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る

費用 

(印刷費用) (34) (0.176) ・印刷費用は、有価証券届出書、目論見書、運用報告書等

の作成、印刷および提出等に係る費用 

(その他) (－) (－) ・その他は、金銭信託への預入金額に対する手数料、その

他投資信託財産の運営にかかる費用等 

合   計 1,506 7.917  

(注1) 期中の費用(消費税等のかかるものは消費税等を含む)は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果で
す。 

(注2) 各金額は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
(注3) 各比率は1万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
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売買および取引の状況 
 

 
■株式 

 

当     期 

買     付 売     付 

株    数 金    額 株    数 金    額 

国 内 千株 千円 千株 千円 

 
上 場 

229 550,231 235 560,899 

 (26) (－)   
(注1) 金額は受渡し代金。 
(注2) ( )内は増資割当、株式転換・合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 
(注3) 単位未満は切捨て。 

 

株式売買比率 
 
■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 

項 目 当 期 

(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 1,111,131千円 

(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 297,131千円 

(c) 売 買 高 比 率 (a)/(b) 3.73 
(注1) (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均です｡ 
(注2) (c)売買高比率は小数点第3位以下を切り捨てています｡ 
 

利害関係人※との取引状況等 
 

 
該当事項はありません。 
※利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定されている利害関係人です。 

 

自社による当ファンドの設定・解約状況 
 

 
当期首残高 
(元   本) 

当 期 設 定 
元    本 

当 期 解 約 
元    本 

当 期 末 残 高 
(元   本) 

取 引 の 理 由 

百万円 百万円 百万円 百万円 
当初設定時における取得 

89 － － 89 
(注) 単位未満は切捨て。 
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組入資産の明細 
 

 
■国内株式 

銘         柄 
期首(前期末) 当  期  末 

株    数 株    数 評  価  額 
 千株 千株 千円 
建設業(7.4%)    
日本電技 － 3 7,134 
長谷工コーポレーション 2.8 － － 
東鉄工業 1.5 － － 
五洋建設 8.3 4 7,138 
中外炉工業 － 1 4,235 
テクノ菱和 － 1.1 7,117 

食料品(－%)    
カンロ 1.9 － － 
不二製油 1.5 － － 

化学(7.4%)    
Ａｉロボティクス 1.4 － － 
テイカ － 2.3 4,813 
大阪有機化学工業 － 0.8 4,352 
カーリット － 1.2 2,834 
トリケミカル研究所 0.6 － － 
日華化学 － 1.4 2,487 
ノエビアホールディングス 0.6 － － 
上村工業 0.3 0.2 4,778 
新田ゼラチン 2.4 － － 
有沢製作所 － 2.7 6,210 
ＺＡＣＲＯＳ 0.5 － － 

医薬品(－%)    
タウンズ 4.4 － － 
ツムラ 0.6 － － 
ゼリア新薬工業 2.5 － － 

ガラス・土石製品(1.1%)    
アジアパイルホールディングス － 2.4 3,969 

非鉄金属(1.0%)    
大紀アルミニウム工業所 － 1.7 3,343 

金属製品(2.7%)    
テクノフレックス － 1.3 9,269 

機械(19.0%)    
ソディック － 3.9 7,296 
西部技研 － 1.6 3,584 
守谷輸送機工業 2.5 4.3 9,722 
ＡＩメカテック － 1 6,220 
木村工機 － 0.4 4,380 
オプトラン － 1.7 6,868 
月島ホールディングス 3.2 － － 
フジテック 0.6 － － 
ＪＵＫＩ － 5.5 3,184 
日本トムソン － 5.6 12,404 
岡野バルブ製造 1.1 0.7 11,725 

電気機器(18.3%)    
東光高岳 － 1.3 10,790 
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銘         柄 
期首(前期末) 当  期  末 

株    数 株    数 評  価  額 
 千株 千株 千円 
ＥＩＺＯ － 1.8 4,577 
ホーチキ － 2.6 5,574 
メイコー 0.2 － － 
ヨコオ － 0.6 3,264 
新コスモス電機 － 1.2 5,316 
エスペック 0.5 － － 
日本マイクロニクス － 0.2 3,066 
ＯＢＡＲＡ ＧＲＯＵＰ － 0.9 5,697 
オプテックスグループ － 0.4 1,810 
エノモト － 2.1 7,675 
日本アビオニクス 1.9 1.2 6,996 
指月電機製作所 － 7.9 8,381 

輸送用機器(2.3%)    
ジャパンエンジンコーポレーション 0.8 － － 
大同メタル工業 － 3.4 3,383 
日本精機 － 1.7 4,418 

精密機器(3.8%)    
東京計器 － 1.1 7,084 
ＩＭＶ － 2.4 6,105 

その他製品(－%)    
タカラトミー 0.8 － － 

電気・ガス業(－%)    
九州電力 4.5 － － 
東邦瓦斯 1.8 － － 
メタウォーター 3.9 － － 

陸運業(－%)    
鴻池運輸 2 － － 
ＮＡＮＫＡＩ 2.6 － － 

倉庫・運輸関連業(3.1%)    
安田倉庫 － 4.6 10,621 

情報・通信業(13.9%)    
プロシップ － 4.4 6,960 
クラウドワークス 1.4 － － 
網屋 － 2.2 6,743 
ボードルア － 2.2 5,346 
東名 1.6 － － 
東映アニメーション 0.6 － － 
ビジネスエンジニアリング － 5 6,055 
スカパーＪＳＡＴ － 2.9 12,919 
沖縄セルラー電話 － 2.7 9,760 

卸売業(7.4%)    
横浜冷凍 － 4.1 10,869 
アセンテック 1.9 － － 
ダイトロン － 1.9 6,944 
長瀬産業 1.6 － － 
西華産業 1.3 1.3 4,374 
サンリオ 1.1 － － 
バリュエンスホールディングス － 1.3 3,207 
モリト 4.8 － － 
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銘         柄 
期首(前期末) 当  期  末 

株    数 株    数 評  価  額 
 千株 千株 千円 
小売業(3.6%)    
パルグループホールディングス 2.4 － － 
ジンズホールディングス － 1 7,780 
ＪＭホールディングス 2.2 － － 
ｙｕｔｏｒｉ － 2 4,770 
日本瓦斯 2.7 － － 

銀行業(7.8%)    
京都フィナンシャルグループ 0.7 － － 
九州フィナンシャルグループ 2.5 5.7 8,182 
あいちフィナンシャルグループ － 6.3 8,983 
千葉興業銀行 1.4 － － 
宮崎銀行 － 4.7 9,682 

その他金融業(－%)    
九州リースサービス 2.1 － － 

不動産業(－%)    
ムゲンエステート 1.5 － － 
ジェイ・エス・ビー 1.4 － － 
京阪神ビルディング 2.8 － － 

サービス業(1.2%)    
リンクアンドモチベーション 2.4 － － 
ソラスト 6.4 － － 
フォーラムエンジニアリング 4.6 － － 
ＴＲＥホールディングス 3.9 － － 
大栄環境 0.8 － － 
ＡＶｉＣ － 2.5 4,110 
スバル興業 1.1 － － 
東京都競馬 0.8 － － 
ニシオホールディングス 0.8 － － 

合  計 
株 数 ・ 金 額 110 131 344,515 
銘 柄 数  <比 率>  54 54 <96.5%> 

(注1) ( )内は国内株式の評価総額に対する各業種の比率です。 
(注2) < >内は純資産総額に対する評価額の比率です。 
(注3) 評価額の単位未満は切捨て。 

 

投資信託財産の構成 
 

 

項        目 
当   期   末 

評 価 額 比   率 

 千円 ％ 

株 式 344,515 91.0 

短 期 金 融 資 産 、 そ の 他 33,986 9.0 

投 資 信 託 財 産 総 額 378,501 100.0 

(注) 評価額の単位未満は切捨て。 
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資産、負債、元本及び基準価額の状況ならびに損益の状況 
 

 
■資産、負債、元本及び基準価額の状況 

(2026年5月25日現在) 

項     目 当 期 末 

(Ａ) 資 産 378,501,894円 

 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 20,929,641 

 株 式(評価額) 344,515,950 

 未 収 入 金 8,887,159 

 未 収 配 当 金 4,168,800 

 未 収 利 息 344 

(Ｂ) 負 債 21,335,250 

 未 払 金 9,415,808 

 未 払 解 約 金 35,744 

 未 払 信 託 報 酬 11,588,858 

 そ の 他 未 払 費 用 294,840 

(Ｃ) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 357,166,644 

 元 本 161,580,561 

 次 期 繰 越 損 益 金 195,586,083 

(Ｄ) 受 益 権 総 口 数 161,580,561口 

 1万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 22,105円 

(注) 期首元本額 165,004,461円 
期中追加設定元本額 21,238,536円 
期中一部解約元本額 24,662,436円 

 

■損益の状況 

(自2025年5月27日 至2026年5月25日) 

項     目 当   期 

(Ａ) 配 当 等 収 益 7,480,084円 
 受 取 配 当 金 7,408,976 
 受 取 利 息 70,800 
 そ の 他 収 益 金 308 

(Ｂ) 有 価 証 券 売 買 損 益 117,475,655 
 売 買 益 146,759,225 
 売 買 損 △29,283,570 

(Ｃ) 信 託 報 酬 等 △23,705,613 
(Ｄ) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 101,250,126 
(Ｅ) 前 期 繰 越 損 益 金 34,309,430 
(Ｆ) 追 加 信 託 差 損 益 金 60,026,527 

 (配 当 等 相 当 額) (32,492,950) 
 (売 買 損 益 相 当 額) (27,533,577) 

(Ｇ)  計 (Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 195,586,083 
(Ｈ) 収 益 分 配 金 0 

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 195,586,083 
 追 加 信 託 差 損 益 金 60,026,527 
 (配 当 等 相 当 額) (32,492,950) 
 (売 買 損 益 相 当 額) (27,533,577) 
 分 配 準 備 積 立 金 135,559,556 

(注1) 損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価替えによ
るものを含みます。 

(注2) 損益の状況の中で (C)信託報酬等には成功報酬が含まれます。
(消費税相当額を含めて表示しています｡)なお、当期における
成功報酬の金額は20,168,024円です。 

(注3) 損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追
加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額
分をいいます。 

 
<分配金の計算過程> 

項 目 当期 
(Ａ)配当等収益額（費用控除後） 6,060,118円 
(Ｂ)有価証券売買等損益額 

（費用控除後・繰越欠損金補填後） 
92,631,411円 

(Ｃ)収益調整金額 60,026,527円 
(Ｄ)分配準備積立金額 36,868,027円 
(Ｅ)分配対象収益額（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 195,586,083円 
(Ｆ)期末残存口数 161,580,561口 
(Ｇ)収益分配対象額（１万口当たり） 

(Ｅ／Ｆ×10,000） 
12,104.54円 

(Ｈ)分配金額（１万口当たり） －円 
(Ｉ)収益分配金金額 

(Ｆ×Ｈ／10,000） 
－円 
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お知らせ 
 

 
 一般社団法人資産運用業協会設立準備法人を吸収合併存続法人、一般社団法人日本投資顧問業協会と一般社団

法人投資信託協会を吸収合併消滅法人として2026年4月1日付で合併し、「一般社団法人資産運用業協会」に名称

を変更することとなったため、投資信託約款に所要の変更を行いました。 

(約款変更実施日：2026年4月1日) 

 


